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ポジティブ生徒指導の動向（7） 
―登校力を高める PBISと不登校への階層的支援モデル（PISA）― 
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 企画趣旨 

本シンポジウムは,PBIS(ポジティブ行動支援；ポジ

ティブ生徒指導)の理論と実践を中心に,我が国の学校

現場でのポジティブで予防的な生徒指導について検討

してきた。今回は，5名の先生方から PISA（positive 

intervention for school attendance：登校のための

ポジティブな介入）モデルに関する理論と実践をご紹

介いただく。そして，ポジティブで予防的な生徒指導

の効果的な導入方法やその課題について引き続き考え

ていきたい。 

 

PISAモデルの概要について 

                 市川 哲 

PISA モデルは，不登校・登校しぶりの予防的立場に

立ち，早期発見・予防的指導・緊急指導を目的として

いる（市川・工藤，2020）。これは，米国の学校現場で

実践されている PBISモデル（Simonsen & Myers, 2014 

宇田・西口訳 2020）に準拠するものである。 

PISA モデルでの指導は以下の三部門から構成され

る（市川・宇田・工藤・西口・溝口・森本・市川・有

門, 2022）。 

第一部門「教育診断（スクリーニング）」 児童生徒

が不登校にならない力・登校力ならびにいじめ克服予

防力を測定する SUTEKI アンケートを用いる。不登校

に陥る可能性のある児童生徒をスクリーニングする。 

第二部門「不登校・いじめ等の問題行動への予防的

なクラスづくり・学級経営」 児童生徒が過ごしやす

いポジティブな学級づくりや，いじめ解決のためのポ

ジティブ道徳カード法（positive moral card method：

PMC 法）の指導の実施。 

第三部門「緊急指導（親子 3 日間緊急面談指導）」 

児童生徒が欠席し始めたときに当日緊急親子面談指導

を行う。これにより，欠席・不登校の児童生徒の 99％

が 3日間で回復するとされる。 

これらの早期対応にも関わらず登校しぶり・不登校

に至った児童生徒には，遅延対応が実施される（市川・

工藤，2017）。 

 

「不登校を激減させた方法」の概要と紹介 

          工藤 弘 

市川・工藤（2017）では，Figure 1「A中学校と全国

の不登校出現率」，Figure 2「B小学校と全国の不登校

出現率」のように，小中学校で不登校を減らすことに

成功した。 

 市川・工藤（2017）では，

「登校しぶりでの欠席連

絡」があったその時から

学校が行う初動対応から

長期欠席に至った児童生

徒への対応，予防的な対

応が述べられている。ま

た，不登校激減法を実施

すると，全国平均は減っ

ていないのに，全面実施

の翌年に不登校は半減し，

B 小学校での実践では，

103人中 101人（R1末現

在 108人中 106人）が，

1 年以内に学級完全復帰

（特別支援学級含む）を

達成した（98％）。 

 さらに，同様の方法を市川・工藤（2017）とは別の

C 小学校でも登校しぶりでの欠席連絡の報告があった

児童について実施した。結果，Figure 3 「C 小学校

（200 人規模）と全国の不登校出現率」より，同様に
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Figure 1 A中学校

（500人規模）と全
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Figure 2 B小学校

（1000人規模）と全

国の不登校出現率
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不登校出現率が全国平均を下回った。 

 本シンポジウムでは，「職員行動ルール」としての予

防的対応・初動対応・早期対応・遅延対応と，不登校

が学校から減っていくシステムとしての「不登校激減

モデル」について紹介する。 

 

小学校教育における PMC法の活用と効果について 

溝口哲志 

現代の学校教育において，学級崩壊，いじめや不登

校といった様々な課題が挙げられる。特に近年の新型

コロナウイルスの感染拡大を受けて，登校渋りや不登

校の児童の数が増加傾向にあることが学校現場で課題

となっている。これまで，不登校傾向児に話を聞くと，

登校のしにくさについて「教室で友達とうまく話せな

い。」「授業の内容がわからない。」と話すことが多かっ

た。このことを踏まえて，登校渋りや不登校を未然に

防ぐためにも，日々の学校生活や指導の中で，子ども

たちが自分のことを肯定的にとらえることができるよ

うな指導が必要不可欠であると考えられる。 

本実践では，PMC 法を活用した学級経営を進めてい

く中で子どもたちの変容を目指した。また，効果測定

として，SUTEKI尺度を活用して子どもたちの行動の変

容を数値化した。具体的な事例としては，ひらがなや

カタカナを書くことに課題を感じ，登校を渋っていた

児童が授業に参加できるようになったことや，算数の

時間になると，自信の無さから腹痛になり保健室に通

いがちであった児童が，必ず授業に出席し積極的に発

言するようになったことがあげられる。また，算数科

に苦手意識をもっていた児童がテストでも高得点が取

れるようになってきた。本発表は，これらの実践内容

について紹介していく。 

 

特別支援学校高等部における軽度知的障害を持つ 

生徒へのポジティブ道徳カードの実践 

                森本晃介 

特別支援学校における不登校児童生徒数は，近年増

加傾向にあり，高等部が最も多い（芦谷・岡，2016)。

芦谷ら(2016)は，高等部が特別支援学校の殆どの児童

にとって最後の学びの場であり，不登校状態のまま卒

業となると，そのまま引きこもりが継続して社会との

接点が絶たれてしまう可能性があることと，高等部の

不登校には早期対応が必要であることを指摘している。 

このような背景から発表者は，特別支援学校高等部

に在籍する軽度知的障害の生徒における不登校への早

期支援として，PISAにおける第二部門に位置づけられ

る予防的クラスづくりのための PMC 法の実践を試み

た。効果測定には SUTEKI尺度を用いた。その結果，実

践の事前事後間で生徒の SUTEKI 尺度得点に有意また

は有意傾向の見られる改善が示された。さらに，実践

に関わった生徒教員から実践に対するポジティブな感

想が多く報告された。本発表では，実践内容について

紹介する。 

 

米国の学校での出席率向上に向けた取り組み 

宇田 光 

米国の学校では，年間の授業日数の 10％を超えて休

むと「長期欠席」という。その多さは，「隠れた教育危

機」報告（2016年）でも深刻な問題と指摘された。近

年では，出席率の指標を大多数の州が ADAから長期欠

席者数に変更し，実態を透明化している。 

 学校予算にも影響するので，経営上の観点からも，欠

席を予防することは重要である。出席率向上のため，

様々な試みがある。① ポジティブ生徒指導をおこなう。

（従来のゼロトレランスでは，停学処分を乱発し不登

校のきっかけを作ってきたとも言える），②通学のサポ

ート（スクールバスなど）や（昼食だけでなく）無料

の学校朝食の提供，③放課後プログラム（登校を動機

付ける有効な策の一つ）などである。 

  なお，学校以外での学びの場として米国の各州では

ホームスクールが合法で，150万人以上に達している。

それに伴い，小・中学校から登録可能なバーチャルス

クール（VS)も盛んである（宇田，2017）。 
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